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改訂内容 

初版 平成１９年６月作成 

第２版 平成１９年１１月作成 

  枠組壁工法用のチェックシート及び中間検査対象床面積の事例を追加しました。 

  あらかじめの検討及び軽微な変更がある場合の取り扱いを追加しました。 

第３版 平成２０年３月作成 

  木造住宅等における混構造の中間検査対象床面積等の事例を追加しました。 

第４版 平成２０年１２月作成 

  受付窓口を訂正しました。 

  適用の除外に、（８）特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関する法律（平成１９年法律

第６６号）第１９条第１号及び同条第２号の規定による保険契約に係る現場検査を受ける建築

物を追加しました。 

第５版 平成２３年４月作成 

  特定行政庁が指定する中間検査の期間が終了したことから更新しました。 

「２．２．３ 経過措置」を削除しました。 

「２．２．４ 適用の除外」の文言を修正しました。 

「３．４．２ 検査対象床面積」で、階数３以上の共同住宅で２階以上の床面積の合計が 

５００平方メートルを超える建築物の事例を追加しました。 

「５．６．１ 中間検査の方法」の文言を修正しました。 

第６版 平成２５年 ４月作成 

手数料条例の改正につき手数料を修正しました。 

第７版 平成２７年 ４月作成 

  特定行政庁が指定する中間検査の期間が終了したことから更新しました。 

「２．２．３ 建築物の構造、規模及び用途」で、共同住宅の規模を「階数が２のもの」よ

り「２以上のもの」に変更しました。また、階数が３以上の一戸建ての住宅（兼用住宅を含

む）を中間検査の対象より削除しました。 

第８版 平成３１年 ４月作成 

  特定行政庁が指定する中間検査の期間が終了したことから更新しました。

第９版 令和５年 ４月作成 

  特定行政庁が指定する中間検査の期間が終了したことから更新しました。 

  建築基準法の改正につき条項を修正しました。 

  手数料条例の改正につき手数料を修正しました。 

第１０版 令和７年 ４月作成 

  建築基準法の改正につき条項を修正しました。 

  手数料条例の改正につき手数料を修正しました。

注意 

中間検査の対象となる建築物であっても、新潟市建築基準法施行細則第８条の規定に基

づく「工事施工状況報告書」の提出が必要となります。 

ただし、中間検査を受検した部分の「工事施工状況報告書」の提出は不要です。
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新潟市中間検査の手引き 

１ 中間検査制度の概要 

１．１ 法体系と中間検査の役割 

我が国の建築物の設計や工事における法体系は、いわゆる「建設三法」で構成されています。 

Ａ 建築工事の目標品質（設計品質）は、設計に

よって確定するが、この際に確保すべき最低限

の基準は、建築基準法に基づくものである。こ

の実現のため、設計監理業務の業態や技術力の

担保は、建築士法の定めるところによる。 

Ｂ 一方、設計で確定した「設計品質」を実現す

るために行う建築工事は、建設業法によって業

務形態及び技術力の担保がなされている。 

Ｃ これらの業務を行う設計者、工事監理者及び

工事施工者に対して、建築主事等の第三者機関

が建築確認審査や検査等を行うことによって、

最低基準の実現を担保しているのが建築基準法

である。 

従来は、建設業法による施工管理・検査、建築士法による工事監理・検査という品質管理・検査の

体系が構築されていることを前提として、建築基準法による任意の立ち入り検査・報告制度という手

法により建築基準法の目的とする「最低基準」を確保しようとしてきました。しかし、平成７年の「阪

神・淡路大震災」の経験から、不良施工に対するより有効な手段が必要とされ、平成１０年６月の建

築基準法改正によって、特定行政庁の任意による中間検査の実施制度が導入されました。 

この中間検査は、従来の建設三法による体系のなかで、建築基準法に明確に位置づけた検査を実施

することにより、各工事分野の「自工程責任の体系」を改めて確立させることを期待し「規制の実効

性の確保」を目指した制度と考えられます。 

１．２ 中間検査の制度 

建築基準法第７条の３第１項で「建築主は、（中略）当該特定工程にかかる工事を終えたときは、

その都度、国土交通省令で定めるところにより、建築主事等の検査を申請しなければならない。」とし、

その工程として「階数が３以上である共同住宅の床及びはりに鉄筋を配置する工事の工程のうち政令

建築士法建設業法

建設三法

建築基準法 
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で定める工程」あるいは、｢特定行政庁が、その地方の建築物の建築の動向又は工事に関する状況その

他の事情を勘案して、区域、期間又は建築物の構造、用途若しくは規模を限って指定する工程｣と規定

しています。 

建築主は、その特定工程の工事を終えた日から４日以内に中間検査の申請をしなければならないこ

ととなっており、建築主からの申請を受けた、建築主事等は中間検査の申請を受理した日から４日以

内に現場での検査を行って、工事中の建築物が建築基準関係規定に適合するかどうかを判断します。

この場合、検査対象となるのは、特定工程の工事部分だけでなく、「工事中の建築物等が建築基準関

係規定に適合するかどうかを検査しなければならない。」とあることから、検査前に施工された建築

物の部分及びその敷地が建築基準関係規定に適合するかどうかを判断しますので、集団規定等の適合

性も含めたすべての規定が検査対象となります。

中間検査により建築基準関係規定に適合している場合には、建築主に対して中間検査合格証を交付

します。また、特定工程後の工程（特定行政庁が特定工程と併せて指定します。）は、中間検査合格証

の交付を受けた後でなければ施工することは出来ません。 

このことにより、特定工程で中間検査を受けた建築物の部分とその敷地については、完了検査にお

いて、再度検査をする必要はなく、特定工程後の工事及び完了段階での建築物の形態等について完了

検査をすればよいこととなっています。 
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２ 対象建築物及び特定工程等 

２．１ 建築基準法第７条の３第１項第１号の規定による中間検査 

２．１．１ 建築物の構造、規模及び用途 

階数が３以上である共同住宅

２．１．２ 特定工程（中間検査を受ける工程） 

２階の床及びこれを支持するはりに鉄筋を配置する工事の工程 

中間検査に合格しなければ、次の特定工程後の工程に進めません。また、２以上の工区に分けて工

事を施工する場合は、全ての工区について中間検査を実施します。

中間検査の申請は、それぞれの工区毎に中間検査申請書等を作成して申請をしてください。 

２．１．３ 特定工程後の工程（後続工程） 

２階の床及びこれを支持するはりに配置された鉄筋をコンクリートその他これに類するもので覆う

工事の工程 

２．２ 特定行政庁が指定する中間検査 

２．２．１ 区域 

新潟市の区域を対象とする。 

２．２．２ 期間 

令和５年４月１日から令和９年３月３１日までとする。 

平成１９年から実施してきた中間検査は、平成３１年に期間を４年延長しましたが、引き続き工事

監理の徹底と安全性の確保を図るため、さらに期間を４年間延長します。その後については、中間検

査の実施状況の検証を行い、新たに中間検査の指定内容を定めることとします。 
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２．２．３ 建築物の構造、規模及び用途 

新築、増築又は改築に係る部分が、次の各号の一に該当するもの 

(1) 建築基準法別表第１（い）欄第(1)項から第(4)項に掲げる用途に供する２階以上の床面積の合

計が５００平方メートルを超える建築物、ただし、共同住宅を除く 

(2) 階数が２以上の共同住宅 

(3) 階数が２以上の長屋 

(4) 分譲を目的とする、階数が２以上かつ床面積が５０平方メートルを超える一戸建ての住宅（兼

用住宅を含む。）

中間検査の対象建築物は、建築物ごとに構造、規模及び用途により判断します。 

また、増築及び改築については、その部分の構造、規模及び用途により判断します。 

分譲を目的とする一戸建の住宅は、建築工事届（第三面）の【住宅部分の概要】【ﾍ.利用関係】に

より判断します。 

【建築基準法別表第１（抜粋）】 

 （い） 

(1) 劇場、映画館、演芸場、観覧場、公会堂、集会場その他これらに類するもので政令で定

めるもの 

(2) 病院、診療所（患者の収容施設があるものに限る。）、ホテル、旅館、下宿、共同住宅、

寄宿舎その他これらに類するもので政令で定めるもの 

(3) 学校、体育館その他これらに類するもので政令で定めるもの 

(4) 百貨店、マーケット、展示場、キャバレー、カフェー、ナイトクラブ、バー、ダンスホ

ール、遊技場その他これらに類するもので政令で定めるもの 

２．２．４ 特定工程及び特定工程後の工程（後続工程） 

特定工程とは、その工程に達したときに中間検査を行うものとして特定行政庁（新潟市長）が指定

した工程です。 

また、特定工程後の工程とは、特定工程に係る部分の検査が困難となるような工程として特定行政

庁（新潟市長）が指定した工程です。 

構造種別 特定工程 特定工程後の工程（後続工程） 

木造 建
方
時

軸組（枠組み壁工法にあっては耐

力壁）工事の工程 

軸組（枠組み壁工法にあっては耐

力壁）を外装材又は内装材で覆う

工事の工程 

鉄骨造 
基
礎
時

基礎及び地中梁の配筋工事が完了

した工程 

基礎及び地中梁の配筋を覆うコン

クリート打設工事の工程 

建
方
時

２階の床版の取付工事の工程 耐火被覆材、外装材又は内装材な

どで鉄骨の接合部を隠蔽する工事

の工程 

鉄筋コンクリート

造、鉄骨鉄筋コンク

リート造 

基
礎
時

基礎及び地中梁の配筋工事が完了

した工程 

基礎及び地中梁の配筋を覆うコン

クリート打設工事の工程 
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建
方
時

２階の床及びこれを支持する梁の

配筋工事が完了した工程。ただし、

当該工事を現場で施工しないもの

は、２階の梁及び床版を取付ける

工事の工程 

２階の床及びこれを支持する梁の

配筋を覆うコンクリート打設工事

の工程。ただし、当該工事を現場

で施工しないものは、２階の柱又

は壁を取付ける工事の工程 

その他の構造 
基
礎
時

基礎及び地中梁の配筋工事が完了

した工程 

基礎及び地中梁の配筋を覆うコン

クリートの打設工事の工程 

混構造 主たる構造種別における、それぞれの工

事の工程 

主たる構造種別における、それぞ

れの工事の工程 

検査は、それぞれに該当する工事の工程の完了後に受けることとなります。中間検査合格証の交付

を受けなければ、特定工程後の工程（後続工程）は、施工できません。

同一敷地内に２以上の建築物がある場合や、建築物を工区分けして施工する場合は、最初に特定工

程に到達した建築物、又は工区の工程完了時に中間検査を実施します。その後に、その特定工程に到

達した部分の中間検査は実施しません。ただし、階数３以上の共同住宅（建築基準法第７条の３第１

項第１号に該当するもの。）については、「２階の床及びこれを支持するはりに鉄筋を配置する工事の

工程」を全ての工区で中間検査を実施します。また、建築基準法第８６条の規定（一団地認定）が適

用される建築物については、それぞれの建築物ごとに中間検査の対象を判断します。 

階数３以上の共同住宅は、建築基準法の規定による「２階の床及びこれを支持するはりに鉄筋を配

置する工事の工程」及び特定行政庁の指定による「基礎及び地中梁の配筋工事が完了した工程」それ

ぞれが対象となります。 

特定工程後の工程（後続工程）以外の工事は施工できますので、下記の工事は施工が可能です。 

・鉄骨造の2階以上の階における建て方工事 

・木造の屋根工事 

・建築設備工事（特定工程に影響をおよぼさないもの）など 

■２以上の工程が存在する例（同一棟の場合） 

Ａ工区は、特定工程に到達済 

Ｂ工区は、特定工程に未到達 

Ａ工区について中間検査を実施し、Ｂ工区については検査時において到達している工程の範囲で検

査を実施します。 

なお、その後にＢ工区が特定工程に到達しても中間検査は実施しません。 

※建築基準法第７条の３第１項第１号の規定による、階数が３以上の共同住宅は、「２階の床及び

これを支持するはりに鉄筋を配置する工事の工程」の全ての工区において中間検査を実施します。 

2FL 

3FL 

1FL 

2FL 

GL 

3FL 

1FL 

Ａ工区 Ｂ工区 
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■２以上の工程が存在する例（複数棟の場合） 

Ａ棟は、特定工程に到達済 

Ｂ棟は、特定工程に未到達 

Ａ棟について中間検査を実施し、Ｂ棟については検査時において到達している工程の範囲で検査を

実施します。 

なお、その後にＢ棟が特定工程に到達しても中間検査は実施しません。 

※建築基準法第８６条の規定（一団地認定）が適用される建築物については、それぞれの建築物ご

とに中間検査の対象を判断します。 

２．２．５ 適用の除外 

２．２．３の表に掲げる建築物に該当するものであっても、次のいずれかに該当するものは、中間

検査の適用を除外する。 

(1) 建築基準法第１８条の規定による建築物（国、県、新潟市等の建築物） 

(2) 建築基準法第６８条の１１第１項の規定により型式部材等製造者の認証を受けた者による当該

認証に係る建築物 

(3) 建築基準法第８５条第６項の規定による許可を受けた仮設建築物 

(4) 住宅の品質確保の促進等に関する法律（平成１１年法律第８１号）第５条第１項の規定による

「建設住宅性能評価書」の交付を受ける建築物 

(5) 独立行政法人住宅金融支援機構から貸付を受ける建築物で現場審査（中間期）を受けるもの 

(6) 特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関する法律（平成１９年法律第６６号）第１９条第１

号及び同条第２号の規定による保険契約に係る現場検査を受ける建築物 

適用の除外となる建築物（国、県、新潟市等の建築物を除く。）は、適用除外の要件を示す書類の

写しを、建築確認申請時あるいは関係書類が整った時点で、建築主事（建築確認申請時に提出する場

合には当該申請機関）に提出してください。 

2FL 

3FL 

1FL 

Ａ棟 

2FL 

GL 

3FL 

1FL 

Ｂ棟 
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３ 申請手続き 

３．１ 手続フロー 

・工事監理者による事前検査及び必要な手直しの完了 

・計画変更確認申請手続きの完了（計画変更が生じた場合） 

※軽微な変更がある場合は、建築主事等への事前の説明をお

願いいたします。 

・申請書及び添付図書の作成 

・特定工程完了の１週間前を目処に検査日程の調整 

・申請書、添付図書の提出（検査日時の確認） 

※検査実施日等の確認が必要となりますので、建築行政課へ

申請してください。 

・工事監理者立会い（必須）※のもと、 

現地において目視、計測及び報告書の内容審査等 

※一戸建ての住宅の場合は、工事現場管理者が工事監理者の

代理人として、中間検査に立会うことを認めます。 

検査不合格 

検査合格 

検査合格              検査不合格 

３．２ 申請の前に 

中間検査を申請する前に以下の項目について確認のうえ、必要な手続き等を行ってください。行わ

れていない場合は、中間検査を行うことができません。 

(1) 工事監理者の選任が行われているか。 

建築基準法第５条の６第４項の規定により、着工前に工事監理者を定めることとなっています。 

建築確認申請時に未定となっていた場合は、工事監理者の届出（新潟市建築基準法施行細則第

１７条の規定による名義変更届書により届出をしてください。なお、指定確認検査機関に建築確

申請の準備 

中間検査申請書の提出 

中間検査の実施 

不適合部分の是正報告書等の提出 

特定工程後の工程へ 違反処理 

中間検査合格証を交付できない旨の通知 

中間検査合格証の交付 中間検査合格証を交付できない旨の通知 
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認申請をした場合は、申請した指定確認検査機関の手続き規定に従ってください。）を速やかに提

出してください。工事監理者が変更となっている場合も同様に手続きしてください。 

(2) 計画の変更が行われているか。 

建築確認申請時から計画が変更されている場合は、計画変更確認申請等の手続きが必要になり

ます。現地検査は建築確認申請図書と照合を行いますので、計画変更に該当する場合は、計画変

更確認申請の手続きを速やかに行ってください。また、軽微な変更※３に該当する場合は、事前に

建築主事等に説明をお願いいたします。 

なお、軽微な変更に該当するかどうかについては、事前に建築主事等に相談をしてください。 

(3) 事前に検査日程の調整が行われているか。 

申請書提出は特定工程終了後４日以内となりますが、円滑な工程管理及び検査実施のために、

特定工程終了１週間前を目処に検査日程の調整を行ってください。 

(4) 工事監理者の監理がなされ、必要な手直しが行われているか。 

検査に合格しなければ、特定工程後の工程（後続工程）に進めなくなり、工事の進捗に支障を

きたします。必ず工事監理者自ら事前に検査を行い、建築基準関係規定に適合していることを確

認してください。適合しない箇所がある場合は、検査までに必ず手直しを完了させてください。 

(5) 提出書類に不足はないか。 

申請時の提出書類は、次の「３．３ 申請書及び添付書類」を参照のうえ、不足や不備のない

よう準備してください。不足や不備がある場合は、申請書を受理できないことがあります。 

３．３ 申請書及び添付書類 

提出書類一覧 

① 全構造共通 

提出書類 備 考 

１．中間検査申請書 建築基準法施行規則第２６号様式 

２．中間検査手数料算定シート  

３．中間検査チェックシート※１ 共通 

② 基礎 

提出書類 備 考 

３．中間検査チェックシート※１ 基礎用 

③－１ 木造（軸組工法） 

提出書類 備 考 

３．中間検査チェックシート※１ 木造用 

４．壁量計算書※２

５．木造建築物の軸組の配置※２ （建設省告示第１３５２号） 

６．木造建築物の継ぎ手、仕口の方法 （建設省告示第１４６０号） 

③－２ 木造（枠組壁工法） 

提出書類 備 考 

３．中間検査チェックシート※１ 枠組壁工法用 

４．壁量計算書※２

③－３ 鉄筋コンクリート造 

提出書類 備 考 

３．中間検査チェックシート※１ 鉄筋コンクリート造用 

③－４ 鉄骨造又は鉄骨鉄筋コンクリート造 

提出書類 備 考 

３．中間検査チェックシート※１ 鉄骨造用 
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■書類の綴り方の例 

※１ 中間検査チェックシートは、工事監理者がその責任において適正に工事監理を行っている

ことを確認するために作成していただくものです。その作成にあたっては正確を期してくだ

さい。 

※２ 建築基準法施行令第４６条第４項の規定に基づき、設計する際に作成してください。ただ

し、建築基準法第６条の４第１項第３号に該当する建築物で建築士が設計したものは、建築

基準法第６条の４の規定により「確認の特例」がありますので、建築確認申請書に添付する

必要はありません。 

※３ 軽微な変更に該当する場合は、その内容が判断できる設計図書等を添付してください。ま

た、あらかじめの検討をしたものがあり、その範囲内において変更が生じている場合は、そ

の内容を記載してください。 

中
間
検
査
チ
ェ
ッ
ク
シ
ー
ト

中
間
検
査
チ
ェ
ッ
ク
シ
ー
ト

手
数
料
算
定
シ
ー
ト

第
四
面

第
三
面

第
二
面

第
一
面

中間検査申請書 

あらかじめの検討とは 

施工の関係上やむを得ず発生する可能性の高い変更事項について、それへの対応を当初の建

築確認申請の図書においてあらかじめ検討しておくことにより、計画変更の確認手続きを行わ

ないで済ます手続きのことです。 
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３．４ 手数料 

３．４．１ 中間検査申請手数料等 

(1) 中間検査申請手数料 

中間検査の申請手数料は、中間検査を行う部分の床面積の合計に応じて、次の表のとおりです。 

中間検査の対象となる床面積の合計 手数料の額 

30㎡以内のもの １７，０００円

30㎡を超え～100㎡以内のもの ２０，０００円

100㎡を超え～200㎡以内のもの ２８，０００円

200㎡を超え～500㎡以内のもの ３７，０００円

500㎡を超え～1,000㎡以内のもの ６２，０００円

1,000㎡を超え～2,000㎡以内のもの ８４，０００円

2,000㎡を超え～10,000㎡以内のもの １７７，０００円

10,000㎡を超え～50,000㎡以内のもの ２４９，０００円

50,000㎡を超えるもの ４７７，０００円

(2) 中間検査を受けた建築物の完了検査申請手数料 

中間検査を受けた建築物の完了検査申請は、次の表のとおり中間検査を受けない場合よりも減

額した金額となります。 

床面積の合計 

手数料の額 

建築基準法 

第６条の４第１項第３号なし

建築基準法 

第６条の４第１項第３号あり

30㎡以内のもの １８，０００円 １７，０００円

30㎡を超え～100㎡以内のもの ２２，０００円 ２０，０００円

100㎡を超え～200㎡以内のもの ３２，０００円 ２６，０００円

200㎡を超え～500㎡以内のもの ４７，０００円

500㎡を超え～1,000㎡以内のもの ６４，０００円

1,000㎡を超え～2,000㎡以内のもの ８４，０００円

2,000㎡を超え～10,000㎡以内のもの １９７，０００円

10,000㎡を超え～50,000㎡以内のもの ２８６，０００円

50,000㎡を超えるもの ５３５，０００円

３．４．２ 検査対象床面積 

検査対象床面積は、「中間検査を行う部分の床面積の合計」となります。 

(1) 基礎配筋の検査時における「中間検査を行う部分の床面積の合計」は、最下階に床があるも

のとみなして、最下階の床面積の合計を「中間検査を行う部分の床面積の合計」とします。 

ただし、２以上の工区が存在し特定工程に達する時期が異なる場合は、最初に特定工程に達し

た部分の最下階の床面積の合計を「中間検査を行う部分の床面積の合計」とします。 
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(2) 建方検査時における「中間検査を行う部分の床面積の合計」は、次のとおりです。 

① 木造の場合 

：対象となる床面積（1F＋2F） 

木造の場合は基礎配筋の中間検査を実施しませんので、建築物全体の床面積が対象となります。 

②－１ 鉄筋コンクリート造の場合（地階が無い場合） 

：対象となる床面積（2F） 

②－２ 鉄筋コンクリート造の場合（地階がある場合） 

：対象となる床面積（1F＋2F） 

③－１ 鉄骨造又は鉄骨鉄筋コンクリート造の場合（地階が無い場合） 

：対象となる床面積（2F） 

2FL 

1FL 
GL 

2FL 

GL 

3FL 

1FL 

BFL 

2FL 

GL 

3FL 

1FL 

2FL 

GL 

3FL 

1FL 
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③－２ 鉄骨造又は鉄骨鉄筋コンクリート造の場合（地階がある場合） 

：対象となる床面積（1F＋2F） 

④－１ ２以上の工区が存在し、特定工程の到達時期が同時の場合（地階が無い場合） 

：対象となる床面積 

Ａ工区（2F） 

＋Ｂ工区（2F） 

④－２ ２以上の工区が存在し、特定工程の到達時期が同時の場合（地階がある場合） 

：対象となる床面積 

Ａ工区（1F＋2F） 

＋Ｂ工区（1F＋2F） 

⑤－１ ２以上の工区が存在し、特定工程の到達時期が異なる場合（地階が無い場合） 

（例：Ａ工区は特定工程に到達済、Ｂ工区は基礎まで終了） 

：対象となる床面積 

Ａ工区（2F） 

＋Ｂ工区（1F） 

2FL 

GL 

3FL 

1FL 

BFL 

2FL 

3FL 

1FL 

BFL 

2FL 

GL 

3FL 

1FL 

BFL 

Ａ工区 Ｂ工区 

2FL 

3FL 

1FL 

2FL 

GL 

3FL 

1FL 

Ａ工区 Ｂ工区 

2FL 

3FL 

1FL 

2FL 

GL 

3FL 

1FL 

Ａ工区 Ｂ工区 
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⑤－２ ２以上の工区が存在し、特定工程の到達時期が異なる場合（地階がある場合） 

（例：Ａ工区は特定工程に到達済、Ｂ工区は１階の床まで終了） 

：対象となる床面積 

Ａ工区（1F＋2F） 

＋Ｂ工区（BF＋1F） 

(3) 階数３以上の共同住宅で２階以上の床面積の合計が５００平方メートルを超える建築物で、

２以上の工区が存在し特定工程に達する時期が異なる場合の「中間検査を行う部分の床面積の合

計」は、次のとおりです。 

① 地階が無く、基礎時の特定工程が適用除外されない場合 

■Ａ工区が基礎の特定工程に達した時 

：対象となる床面積 

Ａ工区（1F） 

■Ａ工区が建方の特定工程に達した時 

：対象となる床面積 

Ａ工区（2F） 

＋Ｂ工区（1F） 

■Ｂ工区が建方の特定工程に達した時 

：対象となる床面積 

Ｂ工区（2F） 

2FL 

3FL 

1FL 

BFL 

2FL 

GL 

3FL 

1FL 

BFL 

Ａ工区 Ｂ工区 

1FL 1FL 

2FL 

3FL 

2FL 

GL 

3FL 

Ａ工区 Ｂ工区 

1FL 1FL 

2FL 

3FL 

2FL 

GL 

3FL 

Ａ工区 Ｂ工区 

1FL 1FL 

2FL 

3FL 

2FL 

GL 

3FL 

Ａ工区 Ｂ工区 
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② 地階があり、基礎時の特定工程が適用除外されない場合 

■Ａ工区が基礎の特定工程に達した時 

：対象となる床面積 

Ａ工区（BF） 

■Ａ工区が建方の特定工程に達した時 

：対象となる床面積 

Ａ工区（1F＋2F） 

＋Ｂ工区（BF＋1F） 

■Ｂ工区が建方の特定工程に達した時 

：対象となる床面積 

Ｂ工区（2F） 

GL 

2FL 

3FL 

1FL 

BFL 

2FL 

3FL 

1FL 

BFL 

Ａ工区 Ｂ工区 

2FL 

3FL 

1FL 

BFL 

2FL 

GL 

3FL 

1FL 

BFL 

Ａ工区 Ｂ工区 

2FL 

3FL 

1FL 

BFL 

2FL 

GL 

3FL 

1FL 

BFL 

Ａ工区 Ｂ工区 
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③ 地階が無く、基礎時の特定工程が適用除外された場合 

■Ａ工区が建方の特定工程に達した時 

：対象となる床面積 

Ａ工区（1F＋2F） 

＋Ｂ工区（1F） 

■Ｂ工区が建方の特定工程に達した時 

：対象となる床面積 

Ｂ工区（2F） 

④ 地階があり、基礎時の特定工程が適用除外された場合 

■Ａ工区が建方の特定工程に達した時 

：対象となる床面積 

Ａ工区（BF＋1F＋2F） 

＋Ｂ工区（BF＋1F） 

■Ｂ工区が建方の特定工程に達した時 

：対象となる床面積 

Ｂ工区（2F） 

1FL 1FL 

2FL 

3FL 

2FL 

GL 

3FL 

Ａ工区 Ｂ工区 

1FL 1FL 

2FL 

3FL 

2FL 

GL 

3FL 

Ａ工区 Ｂ工区 

2FL 

3FL 

1FL 

BFL 

2FL 

GL 

3FL 

1FL 

BFL 

Ａ工区 Ｂ工区 

2FL 

3FL 

1FL 

BFL 

2FL 

GL 

3FL 

1FL 

BFL 

Ａ工区 Ｂ工区 
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３．５ 木造住宅等における混構造の中間検査について

木造住宅などで地下車庫や地下室がある場合など、木造以外の構造と重ね建てした場合の「中間検

査を行う部分の床面積の合計及び受検対象部分」は、次のとおりです。 

① 地階が木造以外の構造（例：ＲＣ造）の場合 

主たる構造種別が木造となりますので、木造部分の建方時の中間検査を受検してください。 

なお、ＲＣ造部分の中間検査は実施しません。 

：手数料算定の対象となる床面積 

（BF＋1F＋2F） 

※建物の平面計画等によっては、主たる構造種別が

木造以外の構造となる場合がありますので、注意

してください。 

② １階が木造以外の構造（例：ＲＣ造）の場合 

主たる構造種別が木造となりますので、木造部分の建方時の中間検査を受検してください。 

なお、ＲＣ造部分の中間検査は実施しません。 

：手数料算定の対象となる床面積 

（1F＋2F＋3F） 

※建物の平面計画等によっては、主たる構造種別が

木造以外の構造となる場合がありますので、注意

してください。 

③ 地階及び１階が木造以外の構造（例：ＲＣ造）の場合 

主たる構造種別が木造以外となりますので、基礎時及び建方時の両方の中間検査を受検してく

ださい。 

■基礎の特定工程に達した時 

基礎の配筋工事が終了したときに、中間検査を受検してください。 

：手数料算定の対象となる床面積（BF） 

2FL：木造 

1FL：木造 
GL 

BFL：RC造 

受検対象部分 

3FL：木造 

2FL：木造 

GL 
1FL：RC造 

受検対象部分

2FL：木造 

1FL：RC造
GL 

BFL：RC造 

受検対象部分
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■建方の特定工程に達した時 

２階の床の配筋工事が終了したときに、中間検査を受検してください。 

なお、木造部分の中間検査は実施しません。 

：手数料算定の対象となる床面積（1F＋2F） 

④ １階及び２階が木造以外の構造（例：ＲＣ造）の場合 

主たる構造種別が木造以外となりますので、基礎時及び建方時の両方の中間検査を受検してく

ださい。 

■基礎の特定工程に達した時 

基礎の配筋工事が終了したときに、中間検査を受検してください。 

：手数料算定の対象となる床面積（1F） 

■建方の特定工程に達した時 

２階の床の配筋工事が終了したときに、中間検査を受検してください。 

なお、木造部分の中間検査は実施しません。 

：手数料算定の対象となる床面積（2F） 

2FL：木造 

1FL：RC造
GL 

BFL：RC造 

受検対象部分

3FL：木造 

2FL：RC造

GL 

1FL：RC造 受検対象部分

3FL：木造 

2FL：RC造

GL 
1FL：RC造 受検対象部分


